
令和３年度　茅ヶ崎地区まちぢから協議会　主要事業の実績表

令和３年 令和４年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

１．会議等の実施

★総会 ★

●運営員会 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

▲役員会 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

２．部会活動

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

●地区防災訓練（中止） ●防災リーダーフォローアップ研修（中止）

３．特定事業

その他主要な事業

　広報発行事業 １０月１日号発行

　市民集会 中止 要望書を市に提出 要望書に対する回答を受理

　地域一斉清掃 中止 中止

　議員との意見交換会 ５名の議員と実施

●防災部会

地区内で市に対する意見や要望の取りまとめ

答

令和４年５月１９日

第１回茅ヶ崎市地域

コミュニティ審議会

資料５－１



認定コミュニティ活動状況資料 

茅ヶ崎地区まちぢから協議会 

（１） 認定基準への適合に関する資料

認定基準確認表 １ 

規約等    ２～７ 

委員名簿  ８ 

（２）認定コミュニティの活動及び特定事業に関する資料

前年度の活動報告書及び収支決算書   

当該年度の活動計画書及び収支予算 

  ９～１４  

１５～１７ 

【参考資料】 

まちぢ茅ヶ崎第１２号 １８ 

令 和 ４ 年 ５ 月 １ ９ 日 

第 １ 回 茅 ヶ 崎 市 地 域 

コ ミ ュ ニ テ ィ 審 議 会

資 料 ５ － ２ 



設立趣意書抜粋（地区の特性等）
 茅ヶ崎地区は、茅ヶ崎駅があることから茅ヶ崎市の玄関口として位置付けられている状況に

あり、特に、まちづくりに関しては、道路、街並み、自転車、ゴミ、景観、バリアフリー等の環

境整備など多くの課題を抱えている状況にあります。 

また、民家・商店街が密集している地区であり、地震・火災などの災害のダメージが大きい地

区であることから、広域防災対策が必要となっております。また、防犯・火災・交通等に対する

安全・安心なまちづくりが要望されています。 

茅ヶ崎地区が地域コミュニティを維持、向上させていくためには、今まで以上に地域の団体や

住民が身近な問題について気軽に話し合い、顔の見える関係づくりや住民相互の連携を図り、「共

助」の力を強くしていかなければなりません。 

また、従来自治会が担ってきた地域における調整機能をさらに高め、地域横断的な取組みを進

めることが必要になることから、地域と市が連携・協力し、多くの住民で地域の情報を共有し、

課題を発見し、その課題を解決していくため、地域住民と市が協働して取り組む新たな地域コミ

ュニティ「（仮称）茅ヶ崎地区まちぢから協議会」を組織していくこととなりました。 



茅ヶ崎市地域コミュニティ審議会認定審査基準確認表 

茅ヶ崎地区まちぢから協議会 

審 査 基 準 基準への適合状況（申請時） 基準への適合状況 

（Ｒ３年度） 

(1) 

申請書に、主として活動する区域が記載されてい

るか。 

申請書に活動区域の記載あり。 

申請団体の規約に、主として活動する区域が規定

されているか。 

規約第１条に市が定める区域内（茅ヶ崎地区）を協 

議会の活動区域とする規定あり。 

・申請時と同様で変更無し

規約に規定された主として活動する区域が、市長

の告示する区域と合致しているか。 

市長が告示する区域である、審議会ファイル「別図

１」と規約第１条における協議会の活動区域が合致。 

・申請時と同様で変更無し

(2) 

申請団体の規約に、申請団体の構成員として、当

該活動区域に有する、市長に届け出た全ての自治

会（以下「全ての自治会」という。）が規定され

ているか。 

規約第５条（１）に「茅ヶ崎地区に所在地を有する

自治会長」が委員である規定あり。 

・申請時と同様で変更無し

申請団体が作成した構成員の一覧を記載した書

類により、全ての自治会が構成員であることが明

確であるか。 

市長に届け出た自治会は「地区別単位自治会の名称」

のとおり１９自治会あり、名簿に、「地区別単位自治

会の名称」に記載されている全ての自治会名が記載

されている。 

・申請時と同様で変更無し

(3) 

申請団体の規約に、申請団体の構成員として、茅

ヶ崎市地域コミュニティの認定等に関する条例

施行規則第３条第１項各号に規定された団体が

規定されているか。 

規約第５条（２）～（４）規定あり。 

◆地域福祉の推進を主たる目的とするコミュニティ

・茅ヶ崎地区社会福祉協議会

・茅ヶ崎地区民生委員児童委員協議会

・包括支援センター・福祉相談室 ゆず

・ボランティアセンターちがさき

◆文化、芸術又はスポーツの振興を主たる目的とす

るコミュニティ 

・梅田地区体育振興会

◆児童又は青少年の健全な育成を主たる目的とする

コミュニティ

・梅田学区青少年育成推進協議会

・梅田学区子ども会連合会

・申請時と同様で変更無し

申請団体が作成した構成員の一覧を記載した書

類により、前項の団体が構成員であることが明確

であるか。 

名簿に「規約第５条（２）～（４）」に規定される団

体名が記載されている。 

・申請時と同様で変更無し

(4) 
申請団体の規約に、公募により選出される構成員

について規定されているか。 

規約第５条（１２）に規定あり。 規約第５条（１３）に規定あり。 

(5) 

申請団体の規約に、申請団体の活動又は事業に活

動区域の誰もが参加できることが規定されてい

るか。 

規約第５条（１２）に公募により認められた者を委

員とする規定あり。 

規約第２１条（２）に部会の設置に関する規定あり 

規約第５条（１３）に公募により認められた者を委員

とする規定あり。 

規約第２１条（２）に部会の設置に関する規定あり。 

規約第２２条に部会の構成に関する規定あり。 

(6) 
申請団体の規約に、運営が民主的に行われる仕組

みが規定されているか。 

規約第１０条第２項及び第３項に過半数の出席、多

数決といった意思決定の方法が規定されている。 

・申請時と同様で変更無し

(7) 

申請団体に関する、目的、名称、主として活動す

る区域、主たる事務所の所在地、代表者に関する

事項、会議に関する事項が規定された規約がある

か。 

規約第３条に目的、第１条に名称及び主として活動

する区域、第２条に事務所の所在地、第９条に代表

者に関する事項、第１０条に会議に関する事項が規

定されている。 

・申請時と同様で変更無し

(8) 

申請団体の規約に、営利的活動、宗教的活動、政

治的活動を主たる目的とする事業が行われない

ことが読み取れるか。 

規約第４条に営利的活動、宗教的活動、政治的活動

を主たる目的とする事業が行われないことが読み取

れる。 

・申請時と同様で変更無し

申請書類から、前項の事業が行われないことが読

み取れるか。 

・別紙事業報告書のとおり、規約第３条に規定された

目的達成に関する事業のみを行っている。 
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茅ヶ崎地区まちぢから協議会 規約 

目次 

第１条 名称、組織及び活動区域 

第２条 所在地 

第３条 目的 

第４条 事業 

第５条 委員 

第６条 顧問 

第７条 役員 

第８条 役員の任期 

第９条 役員の職務 

第１０条 会議 

第１１条 総会の構成 

第１２条 総会の種別 

第１３条 総会の招集 

第１４条 総会の議決事項 

第１５条 総会の議事録 

第１６条 役員会の構成 

第１７条 役員会の招集 

第１８条 役員会の議決事項 

第１９条 運営委員会の構成 

第２０条 運営委員会の招集 

第２１条 運営委員会の議決事項 

第２２条 部会の構成 

第２３条 事務局 

第２４条 事務局の所掌事務 

第２５条 事業及び会計年度 

第２６条 経費 

第２７条 住民等からの意見等の取り扱い 

第２８条 必要事項 
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（名称、組織及び活動区域） 

第１条 この会は、茅ヶ崎地区まちぢから協議会（以下「協議会」）と称し、市長が告示す

る区域内（以下「茅ヶ崎地区」）の市民及び区域内で活動する各種団体で組織する。 

２ 協議会の主として活動する区域は茅ヶ崎地区とする。 

３ 協議会の設立年月日は平成２８年３月６日とする。 

（所在地） 

第２条 協議会の所在地は、茅ヶ崎地区コミュニティセンター（茅ヶ崎市元町１０番３３

号）に置く。 

（目的） 

第３条 協議会は、「地域住民主体の市政」「地域住民の生きがいづくり」「自助・共助のま

ちづくり」「協議の場」「まちの力の醸成」「自己実現の場を創造する」等のため、地域に

おける課題解決、住みよい地域社会の構築を目指し、地域住民、各種団体及び市が一体

となり、自主的、主体的に地域活動を行うことを目的とする。 

（事業） 

第４条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）茅ヶ崎地区の特性を生かし、地域の課題を解決するために行う事業

（２）茅ヶ崎地区住民の福祉に寄与する事業 

（３）児童及び青少年の健全育成に関する事業 

（４）高齢者及び障害者福祉に関する事業  

（５）環境に関する事業 

（６）防災に関する事業 

（７）交通安全及び防犯に関する事業 

（８）茅ヶ崎地区の住民の参画と情報の共有並びに協働の推進に関すること 

（９）他地区との情報交換に関すること 

（１０）その他茅ヶ崎地区の発展に寄与する事業

（委員） 

第５条 協議会の委員は、次に掲げるもので構成し、委員の数は４０名以内とする。 

（１）茅ヶ崎地区内に所在地を有する自治会長 

（２）地域福祉全般に関する地域団体の代表 

（３）健康・スポーツに関する地域団体の代表 

（４）青少年育成等に関する地域団体の代表 

（５）安全・防犯に関する地域団体の代表 

（６）防災に関する地域団体の代表 

（７）生活環境に関する団体の代表 

（８）地域住民の交流・絆づくりを進める地域団体の代表 

（９）文化・生涯学習に関する地域団体の代表 
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（１０）地域振興分野に関する団体の代表

（１１）規約第２２条第２項に定める部会長

（１２）協議会が推薦する者

（１３）公募により認められた者

２ 委員の任期は２年とする。ただし、再任は妨げない。 

３ 欠員による補充委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（顧問） 

第６条 協議会に相談役として若干名の顧問を置くことができる。 

２ 顧問には、茅ヶ崎地区内に居住地をもつ者から役員会が推薦し、総会で承認を得た者

を置く。 

３ 顧問は会長が必要と認めたとき、会議に出席することができる。 

（役員） 

第７条 協議会に次の役員を置く。 

（１）会長 １名 

（２）副会長 ３名 

（３）事務局長 １名 

（４）会計 ２名 

（５）監事 ２名 

２ 前項の役員は総会において委員の中から互選により選任する。 

（役員の任期） 

第８条 役員の任期は２年とする。ただし再任を妨げない。 

２ 欠員により選任された役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 役員は、任期満了の後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わなけれ

ばならない。 

（役員の職務） 

第９条 役員は、次の職務を行う。 

（１）会長は、協議会を代表し、会務を統括する。 

（２）副会長は、会長を補佐すると共に協議会の業務を分担する。会長に事故がある時に 

は、その職務を代理する。（あらかじめ定められた順位による。） 

（３）事務局長は、協議会の事務等を処理すると共に事務局を統括する。 

（４）会計は、協議会の運営及び活動に関する経理事務を行う。 

（５）監事は、協議会の会計事務及び業務執行について監査を行い、毎年定期総会に報告

する。会計事務及び業務執行に不正の事実を発見し、総会に報告の必要があると認める

ときは、臨時総会の開催を請求することができる。 

（会議） 

第１０条 協議会の会議は、総会、役員会、部会及び運営委員会とする。 
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２ 会議（部会を除く）は、各会議を構成する者の過半数が出席しなければ開くことがで

きない。ただし委任状の提出があった者については、出席があったものとみなす。 

３ 会議の議事は、出席者の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

４ 総会を除く会議の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければなら

ない。 

（１）日時及び場所 

（２）出席者数 

（３）開催目的、協議事項及び議決事項 

（４）議事の経過の概要及びその結果 

（総会の構成） 

第１１条 総会は、委員をもって構成する。 

２ 総会の議長は、その総会において、出席した委員の中から選出する。 

（総会の種別） 

第１２条 総会は、定期総会及び臨時総会とする。 

２ 定期総会は、年度当初に開催する。 

３ 臨時総会は、会長が必要と認めたとき、総会を構成する者の三分の一以上から会議の

目的たる事項を示して請求があったとき及び第９条第１項第５号の規定により監事から

請求があったときに開催する。 

（総会の招集） 

第１３条 総会は、会長が招集する。 

２ 総会を招集するときは、委員に対し、会議の目的、日時及び場所を示して会議の７日

前までに通知しなければならない。 

（総会の議決事項） 

第１４条 総会は、次に掲げる事項を議決する。 

（１）事業報告及び決算に関すること 

（２）事業計画及び予算に関すること 

（３）役員の選任及び解任に関すること 

（４）規約の制定及び改正に関すること 

（５）その他、第５条に掲げる委員から提案された事項に関すること 

（総会の議事録） 

第１５条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

（１）日時及び場所 

（２）委員の現在数及び出席者数（委任状を提出した委員も含む。） 

（３）開催目的、協議事項及び議決事項 

（４）議事の経過の概要及びその結果 

（５）議事録署名人の選任に関する事項 
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２ 議事録には、議長及びその総会において選任された議事録署名人２名以上の署名押印

をしなければならない。 

（役員会の構成） 

第１６条 役員会は、役員（監事を除く）をもって構成する。 

２ 役員会の議長は、協議会の会長とする。 

３ 役員会には、役員以外のものを出席させ、意見を聞くことができる。 

（役員会の招集） 

第１７条 役員会は、会長が必要と認めたときに招集する。 

（役員会の議決事項） 

第１８条 役員会は、次の事項を議決する。 

（１）総会及び運営委員会に付議する事項 

（２）総会及び運営委員会において議決された事項のうち、協議会全体に係るものの執行

に関する事項 

（３）その他総会及び運営委員会の議決を要しない会務の執行に関する事項 

（運営委員会の構成） 

第１９条 運営委員会は、委員をもって構成する。 

２ 運営委員会の議長は、会長とする。 

３ 運営委員会には、委員以外の者を出席させ、意見を聞くことができる。 

（運営委員会の招集） 

第２０条 運営委員会は、会長が必要と認めた時に招集する。 

（運営委員会の議決事項） 

第２１条 運営委員会は、次の事項を議決する。 

（１）総会及び役員会に付議すべき事項 

（２）部会等の設置及び廃止に関する事項 

（３）各部会が協議した事業に関する事項 

（４）本会の委員の入会又は退会の承認に関すること 

（５）総会及び役員会において議決された事項の執行に関する事項 

（６）総会及び役員会の議決を要しない会務の執行に関する事項 

（７）協議会に寄せられた意見及び提案事項（以下「意見等」という。）に関する事項 

（８）その他、提案された事項 

（部会の構成） 

第２２条 部会は、委員及び部会員をもって構成する。 

２ 部会に、部会長及び副部会長を置く。 

３ その他の事項については部会ごとに別途定める。 

（事務局） 

第２３条 協議会に、事務を処理するため、事務局を置く。 
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２ 事務局には協議会より役員会が推薦し、総会で承認を得た事務局長を置く。 

３ 事務局には事務局員を置くことができる。 

（事務局の所掌事務）  

第２４条 事務局は、次の事務を処理する。 

（１）会議への出席 

（２）会議の開催通知書の作成及び送付 

（３）会議の資料の作成 

（４）会議の議事録の作成 

（５）会計事務に伴う資料の作成 

（６）茅ヶ崎市や関係団体との連絡調整 

（７）協議会に寄せられた意見等のとりまとめ 

（８）協議会活動に関する広報活動 

（９）その他必要な事項 

（事業及び会計年度） 

第２５条 協議会の事業及び会計年度は、毎年４月１日より翌年３月３１日とする。 

（経費） 

第２６条 協議会の経費は、補助金及びその他の収入をもってあてる。 

（住民等からの意見等の取り扱い） 

第２７条 会議で出された意見等のほか、地区の住民及び各種団体から寄せられた意見等

は、事務局が取りまとめ、運営委員会に報告する。 

（必要事項） 

第２８条 その他、協議会の運営について必要な事項は別に定める。 

附 則 

１ この規約は、平成２８年３月６日から施行する。 

（任期の特例） 

２ 第５条第２項及び第８条第１項に規定する任期は、この規約施行後の最初の任期に限

り、平成３０年度総会までとする。 

附 則 

この規約は、平成２９年３月１８日から施行する。 

附 則 

この規約は、平成３０年４月２１日から施行する。 
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茅ヶ崎地区まちぢから協議会  令和４・５年度運営委員名簿

該当分野 Ｎｏ 団　　体　　名 氏　名 協議会役職

1 本町第一自治会 岸　斉一 監事

2 本町第二自治会 山田　政義

3 本町第四自治会 城田　禎行 会長

4 茅ヶ崎グリーンハイツ自治会 若林　誠

5 パークタウン茅ヶ崎自治会 吉澤　忠夫

6 パークタウン茅ヶ崎第二住宅自治会

7 元町第一自治会 古谷　佳三

8 元町第二自治会 上野　國光

9 新栄町第一自治会 岡崎　芳彦

10 新栄町第二自治会 長谷川　正雄

11 十間坂自治会 河内　昇

12 矢畑南自治会 横森　昭男

13 ニューライフ自治会 大滝　智子

14 茅ヶ崎グランドハイツ自治会 森山　哲郎

15 藤和茅ヶ崎ハイタウン自治会 荒井　綾

16 藤和ハイタウン湘南茅ヶ崎自治会 小滝　晋

17 パークスクエア湘南茅ヶ崎自治会 越川　善雄 副会長・事務局長

18 レクセルマンション茅ヶ崎自治会 神谷

19 ザ・パークハウス茅ヶ崎自治会 新海　宏

20 茅ヶ崎地区社会福祉協議会 川戸　茂 副会長

21 茅ヶ崎地区民生委員児童委員協議会 井上　明 会計

22 包括支援センター・福祉相談室　ゆず 高田　麗

23 ボランティアセンターちがさき 伊藤　久重

健康・スポーツに関する
地域団体の代表

24 梅田地区体育振興会 本間　廣市

25 梅田学区青少年育成推進協議会 益田　和子

26 梅田学区子ども会連合会 関　麻記子

27 茅ヶ崎地区コミュニティセンター管理運営委員会 安彦　光雄 会計

28 茅ヶ崎婦人クラブ連合会茅ヶ崎地区 坂巻　隆

29 十間坂婦人会 伊藤　眞知子 監事

地域振興分野に関する団
体の代表

30 銀座商興会

規約に定める部会長 31 防災部会 佐藤　昭弘

32 公募委員 阿部　蘭

33 公募委員 山下　常雄

34 公募委員 森　俊之

35 事務局員 祖一　光男

茅ヶ崎地区内に所在地を
有する自治会長

地域福祉全般に関する地
域団体の代表

青少年育成等に関する地
域団体の代表

地域住民の交流・絆づく
りを進める団体

公募により認められた者
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